
 

 

一般会計等財務書類分析資料（令和６年度） 

 

 

一般会計等財務書類から算出される指標については、次のとおりです。 

なお、計算は円単位の数値をもとに行っています。 

 
１  資産形成度 

 
貸借対照表は、資産の部において保有する資産のストック情報を一覧表示していま

す。 

これを市民一人当たり資産額や歳入額対資産比率、有形固定資産減価償却率といっ

た指標を用いてさらに分析することにより、「将来世代に残る資産はどのくらいある

か」が明らかになります。 

 
(1) 市民一人当たり資産額 

 

計算式＝
資産額（円）

住民基本台帳人口（人）
 ＝ 2,074,660 円

                

資産額を住民基本台帳人口で除して市民一人当たり資産額とすることにより、 

実感しやすい情報となります。 

 

 
(2) 歳入額対資産比率 

 

計算式＝
資産額（円）

歳入総額（当期）（円）
 ＝ 5.01年  

 
当該年度の歳入総額に対する資産額の比率を算出することにより、これまでに形

成されたストックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、資産形成の

度合いを測ることができます。 

 
(3) 有形固定資産減価償却率 

 

   計算式＝
減価償却累計額（円）

償却資産取得価額（円）
×100 ＝ 58.2 % 

 
有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算

出することにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを

全体として把握することができます。 

  



 

 

２  世代間公平性 

 
貸借対照表では、財政運営の結果として、資産形成における将来世代と現世代まで

の負担のバランスが適切に保たれているのか、どのように推移しているのかを端的に

把握することが可能となります。 

これを純資産比率や社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）といっ

た指標を用いてさらに分析することにより、「将来世代と現世代との負担の分担は適

切か」が明らかになります。 

 
(1) 純資産比率 

 

計算式＝
純資産額（円）

資産額（円）
×100 ＝ 89.1 % 

 
市財政においては、地方債の発行を通じて、将来世代と現世代の負担の配分を行 

っています。したがって、純資産の変動は、将来世代と現世代との間で負担の割合

が変動したことを意味します。 

例えば、純資産の減少は、現世代が将来世代にとっても利用可能であった資源を 

費消して便益を享受する一方で、将来世代に負担が先送りされたことを意味し、逆に、

純資産の増加は、現世代が自らの負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積し

たことを意味すると捉えることができます。 

 
(2) 社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率） 

 

計算式＝
地方債残高（※）（円）

有形・無形固定資産（円）
×100 ＝ 8.4 % 

（※）地方債残高－臨時財政対策債等の特例地方債の残高

社会資本等について将来の償還等が必要な負債による形成割合（公共資産等形成

充当負債の割合）を算出することにより、社会資本等形成に係る将来世代の負担の

比重を把握することができます。 

 
３    持続可能性 

 
貸借対照表においては、地方債残高のほかに退職手当引当金や未払金などの項目

があり、発生主義における負債を計上しています。 

市民一人当たり負債額、基礎的財政収支（プライマリーバランス）や債務償還可

能年数などの指標により「財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか）」が

分かります。 



 

 

(1) 市民一人当たり負債額 

 

       計算式＝
負債額（円）

住民基本台帳人口（人）
 ＝ 226,475 円 

 

負債額を住民基本台帳人口で除して市民一人当たり負債額とすることにより、 

実感しやすい情報となります。 

 
(2) 基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

 
計算式＝業務活動収支（支払利息支出を除く）（円） 

＋投資活動収支（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く）（円） 

＝ 2,085,338,655 円 

 
資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出を除く。）及び投資活動収支（基

金積立金支出及び基金取崩収入を除く）の合算額を算出することにより、地方債等

の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入のバランスを示す指

標となります。 

当該バランスがプラスの場合は、自己資金で収支を賄い、地方債等の償還に一定

の余力があることを示しています。 

 
(3) 債務償還可能年数 

 

計算式＝
将来負担額（円）－充当財源可能額（円）

経常一般財源（歳入）等（円）－経常経費充当財源（円）
 ＝ 4.50 年 

 
実質債務が債務償還に充当できる一般財源（＝償還充当限度額）の何年分あるか

を示す指標となります。 

 
４   効率性 

 
行政コスト計算書は行政活動に係る人件費や物件費等の費用を発生主義に基づき

表示するものであり、行財政の効率化を目指す際に不可欠な情報を一括して提供す

るものとなります。 

市民一人当たり行政コストの指標を用いることによって、効率性の度合いを定量

的に測定することが可能となります。 

 

(1) 市民一人当たり行政コスト 
 

 計算式＝
純行政コスト（円）

住民基本台帳人口（人）
 ＝ 351,012 円 

 

行政コスト計算書で算出される行政コストを住民基本台帳人口で除して市民一人

当たり行政コストとすることにより、行政活動の効率性を測定することができます。 



 

 

５  弾力性 

 
純資産変動計算書から、資産形成を伴わない行政活動に係る行政コストに対して

地方税、地方交付税等の当該年度の一般財源等がどれだけ充当されているか（行政コ

スト対税収等比率）を示すことができます。 

これは、インフラ資産の形成や施設の建設といった資産形成を行う財源的余裕度 

（弾力性）がどれだけあるかを示すものといえます。 

 
(1) 行政コスト対税収等比率 

 

計算式＝
純経常行政コスト（円）

税収等＋補助金等受入（円）
×100 ＝ 100.5 % 

 

税収等の一般財源等に対する行政コストの比率を算出することによって、当該年

度の税収等のうち、どれだけが資産形成を伴わない行政コストに費消されたのかを

把握することができます。 

この比率が 100％に近づくほど資産形成の余裕度が低いといえ、さらに 100％を上

回ると、過去から蓄積した資産が取り崩されたことを表します。 

 
６   自律性 

 
行政コスト計算書において使用料・手数料などの受益者負担の割合を算出すること

が可能であるため、これを受益者負担水準の適正さ、「歳入はどのくらい税収等で

賄われているか（受益者負担の水準はどうなっているか）」の判断指標として用いる

ことができます。 

(1) 受益者負担割合 
 

   計算式＝
経常収益（円）

経常費用（円）
×100 ＝ 4.5 % 

 

行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者

負担の金額であり、これを経常費用と比較することにより、行政サービスの提供に

対する受益者負担の割合を算出することができます。 

 
 

   



 

 

 
指標一覧 

 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

市民一人当たり資 

産額（円） 
2,082,320 2,077,454 2,074,660 

歳入額対資産比率 

（年） 
5.12 5.24 5.01 

有形固定資産減価

償却率（％） 
55.4 57.2 58.2 

純資産比率（％） 
88.8 89.0 89.1 

社会資本等形成の世

代間負担比率（％） 
8.5 9.3 8.4 

市民一人当たり負 

債額（円） 
233,206 229,031 226,475 

基 礎 的 財 政 収 支  

（円） 
1,165,701,279 6,129,112,497 2,085,338,655 

債務償還可能年数

（年） 
4.16 4.03 4.50 

市民一人当たり行 

政コスト（円） 
329,403 337,206 351,012 

行政コスト対税収 

等比率（％） 
100.3 100.9 100.5 

受 益 者 負 担 割 合  

（％） 
4.6 5.1 4.5 

 


